
第78回定時株主総会その他の電子提供措置事項
（交付書面省略事項）
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主要な事業内容
当社グループは、下記商品群を中心とする工業用機械設備等の国内販売（一部製造

販売）及び輸出入の業務を行っております。

区 分 商 品 群

工業用計測制御機器 工業用センサー、制御機器、受信機器、情報通信・変換機
器、その他の工業用計測制御機器

環境計測・分析機器 水質・ガス・大気分析機器、気象観測機器、振動・騒音・
臭気測定機器

測 定 ・ 検 査 機 器 形状検査・試験機器、非破壊検査・試験機器、材料検査・
試験機器、その他の測定・検査機器

産 業 機 械
油・空圧装置、ポンプ・バルブ機器、計量装置、道路維持
機械、廃棄物処理・再資源化設備、エネルギー関連設備、
大気汚染・水質汚濁防止装置、その他の産業機械
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主要な営業所及び工場
（当社）

名 称 所 在 地 店舗数 所 在 地 店舗数 所 在 地 店舗数

本 社 大阪府大阪市 ― ― ― ―

東 京 本 社 東京都品川区 ― ― ― ―

営 業 所 北海道 ２ 青森県 １ 秋田県 １

宮城県 １ 栃木県 １ 茨城県 ３

新潟県 ２ 群馬県 １ 埼玉県 2

千葉県 １ 神奈川県 ２ 静岡県 １

富山県 １ 愛知県 １ 三重県 １

滋賀県 １ 兵庫県 ２ 岡山県 １

香川県 １ 愛媛県 １ 広島県 ２

山口県 １ 福岡県 １ 大分県 １

熊本県 １

出 張 所 和歌山県 １ 長崎県 １

（子会社）

双葉テック株式会社 大阪府堺市

東武機器株式会社本社 宮城県仙台市

英和双合儀器商貿（上海）有限公司 中華人民共和国 上海市

台湾英和電子股份有限公司 中華民国 台北市
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従業員の状況
従業員数 前連結会計年度比増減

375名 9名増

(注) １．従業員数は就業人員数であります。
２．臨時従業員数（年間の平均人員）89名は含んでおりません。

主要な借入先の状況
借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 百 十 四 銀 行 100,000千円

株 式 会 社 七 十 七 銀 行 50,000千円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 16,674千円
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会社の株式に関する事項
（1）発行可能株式総数 20,710,800株

（2）発行済株式の総数 6,470,000株

（3）株 主 数 3,686名

（4）大 株 主 の 状 況

株 主 名 持 株 数 持株比率

光 通 信 株 式 会 社 473,400株 7.48%

株式会社ＵＨ Ｐａｒｔｎｅｒｓ ２ 333,000株 5.26%

東 京 計 器 株 式 会 社 246,840株 3.90%

長 野 計 器 株 式 会 社 206,600株 3.26%

阿 部 健 治 191,180株 3.02%

株 式 会 社 エ ス ア イ エ ル 171,600株 2.71%

株 式 会 社 百 十 四 銀 行 165,188株 2.61%

阿 部 和 男 158,000株 2.50%

阿 部 英 男 154,006株 2.43%

英 和 社 員 持 株 会 151,957株 2.40%

（注）持株比率は、自己株式（141,370株）を控除して算出し、小数点第３位以下
を四捨五入して表示しております。

会社の新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。
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会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称

有限責任監査法人トーマツ

（2）当連結会計年度に係る会計監査人の報酬等の額
① 公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額（注）

32,500千円
② 公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務に係る報酬等の額

―千円
③ 当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

32,500千円
(注) １．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金

融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、
実質的にも区分できないため、これらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の報酬等について、前事業年度の監査計画に対
する実績の分析及び監査内容に基づき審議を行った結果、当事業年度の
監査計画の監査時間、配員計画による報酬額として妥当と判断し、同意
しております。

（3）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると

判断した場合には、会計監査人の解任又は不再任に関する株主総会の議案の内容
を決定することといたします。
会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる

場合には、監査役会は監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。
この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会にお
きまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

（4）責任限定契約の内容の概要
当社と有限責任監査法人トーマツは会社法第423条第１項の賠償責任を限定す

る契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、金100万円又は法
令の定める最低限度額のいずれか高い額としております。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
(1)業務の適正を確保するための体制
① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた
めの体制
ⅰ 取締役及び使用人が法令及び定款の遵守を徹底する体制を構築するために、
コンプライアンス管理規程を制定するとともに、法令・定款等に違反する行
為を発見した場合の報告体制としての内部通報制度を構築しております。

ⅱ 万一、コンプライアンスに関連する事態が発生した場合には、その内容・
対処案がコンプライアンス担当取締役を通じ社長、取締役会、監査役会に報
告される体制を構築しております。

ⅲ 担当取締役は、コンプライアンス管理規程に従い、担当部署にコンプライ
アンス責任者その他必要な人員配置を行い、且つコンプライアンス管理規程
に基づく検証の実施状況を管理・監督し、使用人に対して適切な研修体制を
構築し、それを通じて使用人に対し、内部通報制度の周知徹底を図っており
ます。

ⅳ 役職員行動規範に、反社会的勢力及び団体とは一切の関係を遮断すること
を定め、当該勢力及び団体から不当な要求があった場合には、必要に応じて
外部機関（警察、弁護士等）と連携して組織的に取組み、毅然とした対応を
とることとしております。

② 取締役の職務の執行にかかる情報の保存及び管理に関する体制
ⅰ 取締役の職務の執行に係る情報・文書（以下、職務執行情報という。）の取
扱については、当社社内規程「文書管理規程」及びそれに関する各管理マニ
ュアルに従い、適切に保存及び管理（廃棄を含む。）の運用を実施し、必要に
応じて運用状況の検証、各規程の見直し等を行うこととしております。

ⅱ 職務執行情報をデータベース化し、当該各文書等の存否及び保存状況を直
ちに検索可能とする体制を構築しております。

ⅲ 前２項に係る事務は、リスクマネジメント担当取締役が所管し、１項の検
証・見直しの経過、２項のデータベースの運用・管理について、定期的に取
締役会に報告しております。
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③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
ⅰ 当社は、代表取締役社長に直属する部署として監査部を設置し、社長がそ
の事務を管掌しております。

ⅱ 監査部は、定期的に業務監査実施項目及び実施方法を検証し、監査実施項
目に遺漏なきよう確認し、必要があれば監査方法の改訂を行うこととしてお
ります。

ⅲ 監査部の監査により法令・定款違反その他の事由に基づき損失の危険のあ
る業務執行行為が発見された場合には、発見された危険の内容及びそれがも
たらす損失の程度等について、直ちに取締役を委員長とする社内規程「リス
クマネジメント管理規程」に基づくリスクマネジメント委員会及び担当部署
に通報される体制を構築しております。

ⅳ 監査部の活動を円滑にするため、リスクマネジメント管理規程、コンプラ
イアンス管理規程、関連する個別規程（与信管理規程、経理規程等）、各種要
領、マニュアルなどの整備を各部署に求め、また、監査部の存在意義を全使
用人に周知徹底し、損失の危険を発見した場合には、直ちに監査部に報告す
るよう指導しております。

ⅴ リスクマネジメント委員会は、リスクマネジメント管理規程の整備、運用
状況の確認を行うとともに、使用人に対する研修等を企画実行しております。

④ 取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制
ⅰ 経営計画のマネジメントについては、経営理念を機軸に策定される中期３
ヵ年経営計画及び年度計画に基づき、各業務執行ラインにおいて目標達成の
ために活動することとしております。また、経営目標が当初の計画通りに進
捗しているかについては、経営戦略会議又は専門部会の業績報告を通じて定
期的に検査を行っております。

ⅱ 業務執行のマネジメントについては、当社は任意の執行役員制度を採用し
ており、取締役会規程により定められている事項及びその付議基準に該当す
る事項については全て取締役会に付議することを遵守させ、その際には経営
判断の原則に基づき事前に議題に関する十分な資料が全取締役及び全監査役
に配布される体制をとるものとしております。
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ⅲ 日常の取締役の職務執行が適正・効率的に行われるように、その業務執行
の決定・プロセスの効率性については取締役会で十分な検証を行った後、職
務権限規程、業務分掌規程等により権限の委譲が行われている事項について
執行を指示し、各レベルの責任者が意思決定ルールにより業務を遂行するこ
ととしております。

⑤ 当社並びにその親会社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確
保するための体制
ⅰ 子会社の業務執行について決裁ルールの整備を行う他、経営の重要な事項
に関しては、関係会社管理規程に基づき、当社の事前承認又は当社への報告
を求めるとともに、当社の事業管理関連部門等が子会社から事業計画等の報
告を定期的に受け、業務の適正性を確保しております。

ⅱ 当社は、リスクマネジメント管理規程に基づき、各子会社を当社の１部署
と考え、四半期ごとに、直接リスクマネジメント委員会の担当者が子会社の
リスク情報の有無を監査することで、当社グループ全体のリスクを網羅的・
統括的に管理しております。

ⅲ リスクマネジメント委員会は、子会社に損失の危険が発生し、これを把握
した場合には、直ちに発見された損失の危険の内容、発生する損失の程度及
び当社に対する影響等について、当社の取締役会及び担当部署に報告される
体制を構築しております。

ⅳ 当社と子会社との間における不適切な取引又は会計処理を防止するため、
リスクマネジメント委員会は、親会社の監査部及び子会社の監査役又はこれ
に相当する部署と十分な情報交換を行うこととしております。

ⅴ 当社は、当社グループにおける職務分掌、指揮命令系統、権限及び意思決
定その他の組織に関する基準を定め、子会社にこれに準拠した体制を構築さ
せることとしております。

ⅵ 適用範囲に子会社を含めた行動規範及び子会社各社においてコンプライア
ンス管理規程を制定し、当社グループ全ての役職員に周知徹底することで、
グループ全体の業務の適正化を図っております。
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ⅶ 当社及び子会社各社においてコンプライアンス相談窓口を設置し、当社グ
ループ役職員からのコンプライアンス違反行為等に関する相談又は通報を適
正に処理することができる体制を構築しております。

ⅷ 各子会社の規模や業態等に応じて、適正な数の監査役あるいはコンプライ
アンス推進担当者を配置するとともに、当社及び子会社の役職員に対し、法
令遵守等に関する研修又は情報提供を行い、コンプライアンス意識の醸成を
図っております。

⑥ 監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項、当該使用人の取締役からの
独立性に関する事項、当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
ⅰ 監査役会がその職務を補助する使用人を置くことを求めた場合には、当該
使用人（以下「監査役スタッフ」といいます。）を配置するものとし、配置に
あたっては具体的な内容（組織、人数、その他）については、監査役会と相
談し、その意見を十分考慮して検討いたします。

ⅱ 監査役スタッフの任命・異動については、監査役会の同意を必要といたし
ます。

ⅲ 監査役スタッフの人事評価については監査役の同意を必要といたします。
ⅳ 監査役は、必要に応じ、監査役スタッフへ調査及び情報収集に関する権限
を付与することができることとしております。

⑦ 当社及び子会社の取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の
監査役への報告に関する体制、報告をしたことを理由として不利な取扱いを受
けないことを確保するための体制
ⅰ 当社及び子会社の取締役及び使用人は、監査役会の定めるところに従い、
各監査役の要請に応じて必要な報告及び情報提供を行うこととしております。

ⅱ 前項の報告・情報提供として主なものは、次のとおりであります。
・当社の内部統制システム構築に関わる部門の活動状況
・当社の子会社の監査役及び内部監査部門の活動状況
・当社の重要な会計方針、会計基準及びその変更
・業績及び業績見込の発表内容、重要開示書類の内容
・内部通報制度の運用及び通報の内容
・社内稟議書及び監査役から要求された会議議事録の回付の義務付け
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ⅲ 当社グループの役職員は、法令等の違反行為等、当社又は当社の子会社に
著しい損害を及ぼす恐れのある事実を発見したとき、直ちにコンプライアン
ス相談窓口を通じ、直接又は間接的に当社の監査役に対して報告を行うこと
としております。

ⅳ 当社は、当社の監査役へ報告を行った当社グループの役職員に対し、当該
報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止しております。

⑧ その他の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
ⅰ 当社の監査体制と内部統制システムの体制との調整を図り、よって当社の
監査体制の実効性を高めるため、代表取締役社長を責任者として、管理本部
長、財務を担当する取締役等及び監査部長を委員とする監査体制検討委員会
を設置し、オブザーバーとして各監査役が参加することとしております。

ⅱ 同委員会の委員は、監査の実効性確保に係る各監査役の意見を十分に尊重
しなければならないこととなっております。

ⅲ 当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第388条
に基づく費用の前払い等を請求したときは、担当部署において審議の上、監
査役の職務の執行に必要でないと証明された場合を除き、速やかに前払い費
用等を支払うこととしております。

⑨ 財務報告の信頼性を確保するための体制
金融商品取引法に基づく財務報告の信頼性を確保するため、「財務報告に係る

内部統制の基本的計画及び方針」を策定し、これに基づき業務を運用しており
ます。
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(2)業務の適正を確保するための体制の運用状況
① 内部統制システム全般

当社及びグループ各社の内部統制システム全般の整備・運用状況を当社の監
査部がモニタリングし、改善を進めております。

② コンプライアンス
当社は、当社及びグループ各社の使用人に対し、その階層に応じて必要なコ

ンプライアンスについて、勉強会やeラーニングによる教育を行い、法令及び定
款を遵守するための取組みを継続的に行っております。
また、当社は内部通報規程により相談・通報体制を設けており、グループ各

社にも開放することでコンプライアンスの実効性向上に努めております。
③ リスク管理体制

リスクマネジメント委員会において、各部門及びグループ各社から報告され
たリスクのレビューを実施して全社的な情報共有に努めた他、リスクマネジメ
ント/コンプライアンス委員会において、当該リスクの管理状況について報告し
ております。

④ 内部監査
監査部が作成した内部監査計画に基づき、上記①〜③を中心に当社及びグル

ープ各社の内部監査を実施しております。
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連結株主資本等変動計算書

（2024
2025

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,533,400 1,567,550 11,779,900 △51,152 14,829,698

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △537,945 △537,945

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益 1,954,217 1,954,217

自 己 株 式 の 取 得 △358 △358

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） ―

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 1,416,271 △358 1,415,913

当 期 末 残 高 1,533,400 1,567,550 13,196,172 △51,511 16,245,611

（注）千円未満は切り捨てて表示しております。
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（単位：千円）
その他の包括利益累計額

純資産合計
その他有価証券評価差額金 為替換算調整勘定 退職給付に係る調整累計額 その他の包括利益累計額合計

当 期 首 残 高 434,686 50,324 446,311 931,321 15,761,019

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △537,945

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益 1,954,217

自 己 株 式 の 取 得 △358

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △122,286 21,132 △119,022 △220,176 △220,176

当 期 変 動 額 合 計 △122,286 21,132 △119,022 △220,176 1,195,737

当 期 末 残 高 312,399 71,457 327,288 711,145 16,956,756

（注）千円未満は切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表

Ⅰ．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
１．連結の範囲に関する事項

全ての子会社を連結しております。
（１）連結子会社の数 ４社
（２）連結子会社の名称 双葉テック株式会社

英和双合儀器商貿（上海）有
限公司
東武機器株式会社
台湾英和電子股份有限公司

なお、当連結会計年度において、台湾英和電子股份有限公司を新たに
設立したことにより、連結の範囲に含めております。

２．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、双葉テック株式会社、東武機器株式会社の決算日

は、連結決算日と一致しておりますが、英和双合儀器商貿（上海）有限
公司、台湾英和電子股份有限公司の決算日は12月31日であります。

３．会計方針に関する事項
（１）資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法 先入先出法による原価法（収
益性の低下による簿価切り下
げの方法）
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（２）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産 定率法を採用しております。

ただし、1998年４月以降に取
得した建物（建物附属設備は
除く）並びに2016年４月１日
以降に取得した建物附属設備
及び構築物については、定額
法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下の
とおりであります。
建物 ８〜50年

② 無形固定資産
自社利用のソフトウェア 社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法
③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・
リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、
残存価額を零とする定額法を
採用しております。

（３）引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒
実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個々の債権の
回収可能性を勘案して回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金
従業員に対して支給する賞与に充てるため、実際支給見込額の当

連結会計年度負担額を計上しております。
③ 役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与に充てるため、実際支給見込額の当連
結会計年度負担額を計上しております。
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（４）収益及び費用の計上基準
当社グループは、工業用計測制御機器、環境計測・分析機器、測

定・検査機器、産業機械等をユーザーへ販売（一部製造販売）する
ことを事業としております。当社グループの取扱い商品には、シス
テム、物品、サービスといった複数の種類がありますが、これらの
販売については、主に顧客により検収された時に収益を認識してお
ります（検収基準）。また、一部の商品については、収益認識に関す
る会計基準の適用指針第98項に定める代替的な取扱いを適用し、出
荷時に収益を認識しております（出荷基準）。
顧客への財又はサービスの提供における当社グループの役割が代

理人に該当する取引については、顧客から受け取る額から仕入先等
に支払う額を控除した純額で収益を認識することとしております。
当社グループの取引に関する支払条件は、通常、短期のうちに支

払期日が到来し、契約に重要な金融要素は含まれておりません。

（５）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
① 退職給付に係る会計処理の方法

退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年

度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準に
よっております。
数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数（８年）による定額法によ
り按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理する
こととしております。
小規模企業等における簡便法の採用
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の

計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務と
する簡便法を適用しております。

② 外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理しております。なお、在外子会
社等の資産、負債、収益及び費用は、決算日の直物為替相場によ
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り円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘
定に含めて計上しております。

③ ヘッジ会計の方法
ヘッジ会計の方法
為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等については振当

処理を適用しております。
ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段・・・為替予約
ヘッジ対象・・・外貨建金銭債権債務等

ヘッジ方針
リスク管理方針に基づき、ヘッジ対象に係る為替相場の変動リ

スクを回避する目的で一定の範囲内で為替予約を行っております。
ヘッジの有効性評価の方法
為替予約の締結時にリスク管理方針に従い、為替予約を外貨建

金銭債権債務等に振当てることで、キャッシュ・フロー変動を完
全に相殺するものと想定されることから有効性の判定を省略して
おります。

Ⅱ．会計方針の変更に関する注記
（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第
27号 2022年10月28日。以下「2022年改正会計基準」という。）等
を当連結会計年度の期首から適用しております。
法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正

については、2022年改正会計基準第20-３項ただし書きに定める経過
的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基
準適用指針第28号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」
という。）第65-２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお
ります。なお、当該会計方針の変更による連結計算書類への影響はあり
ません。
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また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益
を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表における取扱いの見直しに関連
する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首か
ら適用しております。なお、当該会計方針の変更による連結計算書類へ
の影響はありません。

Ⅲ．収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社グループの主要な顧客との契約から生じる収益を品目別に分解し
た情報は、以下のとおりであります。

品目別 金額（千円）

工業用計測制御機器 22,118,736

環境計測・分析機器 3,971,879

測定・検査機器 1,796,688

産業機械 19,248,987

顧客との契約から生じる収益 47,136,291

その他の収益 ―

外部顧客への売上高 47,136,291
上記収益は、主として一時点で充足される財となりますが、一部、一

定の期間にわたり充足されるサービスが含まれております。なお、一定
の期間にわたり充足されるサービスとして認識した金額は軽微でありま
す。

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
「３．会計方針に関する事項」の「（４）収益及び費用の計上基準」

に記載のとおりであります。
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３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシ
ュ・フローとの関係並びに当連結会計年度末において存在する顧客との契
約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に
関する情報

(1)契約資産及び契約負債の残高等
当社グループの契約資産及び契約負債については、残高に重要性が乏

しく、重要な変動も発生していないため、記載を省略しております。ま
た、過去の期間に充足（又は部分的に充足）した履行義務から、当連結
会計年度に認識した収益に重要性はありません。

(2)残存履行義務に配分した取引価格
当社グループでは、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたっ

て実務上の便法を適用し、当初に予想される契約期間が１年を超える重
要な契約がないため記載を省略しています。また、顧客との契約から受
け取る対価の額に、取引価格に含まれていない重要な変動対価の額等は
ありません。

Ⅳ．表示方法の変更に関する注記
該当事項はありません。

Ⅴ．追加情報
該当事項はありません。
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Ⅵ．連結貸借対照表に関する注記
１．受取手形、売掛金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権
及び契約資産の金額

受取手形 667,101千円
売掛金 15,294,719千円
契約資産 14,214千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 1,478,370千円
（注）上記金額には、減損損失累計額を含めております。

３．流動負債のその他に含まれる契約負債の金額
前受金 827,941千円

Ⅶ．連結損益計算書に関する注記
該当事項はありません。
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Ⅷ．連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 6,470,000
株

２．剰余金の配当に関する事項
配当金支払額

決議 株式の種類 配当金
の総額

１株当た
り配当額 基準日 効力

発生日
2024年６月26日
定時株主総会 普通株式 316,439千円 50円 2024年

３月31日
2024年
６月27日

2024年11月６日
取締役会 普通株式 221,506千円 35円 2024年

９月30日
2024年
12月４日

基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌
連結会計年度になるもの

決議予定 株式の種類 配当金
の総額

１株当た
り配当額 基準日 効力

発生日
2025年６月25日
定時株主総会 普通株式 284,788千円 45円 2025年

３月31日
2025年
６月26日

（注）本配当金の原資は、利益剰余金であります。
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Ⅸ．金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産による運
用に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調達しておりま
す。
受取手形及び売掛金、電子記録債権に係る顧客の信用リスクは、与信

管理規程に沿ってリスク低減を図っております。また、売掛金の一部に
は輸出取引に伴う外貨建てのものがあり、為替変動リスクに晒されてお
りますが、そのほとんどは、デリバティブ取引を利用してヘッジ取引を
目的とした為替予約取引を行っております。
また、有価証券及び投資有価証券は主として、株式と債券であり、主

に資金の運用及び取引先企業との関係の維持、強化を目的として保有し
ております。時価のあるものにつきましては、市場価格の変動リスクに
晒されており、四半期毎に時価の把握を行っております。
支払手形及び買掛金、電子記録債務は、そのほとんどが１年以内の支

払期日であります。買掛金の一部につきましては、輸入取引に伴う外貨
建てのものがあり、為替変動リスクに晒されておりますが、そのほとん
どは、デリバティブ取引を利用してヘッジを行っております。
借入金は、主に運転資金の調達を目的としております。
また、デリバティブ取引はリスク管理方針に基づき、実需の範囲で行

うこととしております。
なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘ

ッジの有効性の評価方法等については、前述の「Ⅰ．連結計算書類の作
成のための基本となる重要な事項に関する注記等、３.会計方針に関す
る事項、（５）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事
項、③ヘッジ会計の方法」をご覧ください。
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２．金融商品の時価等に関する事項
2025年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上

額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、
市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額65,929千円）は「その
他有価証券」には含めておりません。また、現金及び短期間で決済され
る金融商品については時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略
しております。

（単位：千円）
連結貸借対
照表計上額
（＊1）

時価（＊1） 差額

（１）投資有価証券
その他有価証券 1,361,060 1,361,060 −

（２）長期借入金（＊2） (116,674) (116,233) △440
（＊1）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
（＊2）１年内返済予定の長期借入金と長期借入金との合計であります。

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び

重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）

相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可

能なインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時

価
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（１）時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

区分
時価（単位：千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
その他有価証券
株式 738,129 ― ― 738,129
社債 ― 622,930 ― 622,930

（２）時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

区分
時価（単位：千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
長期借入金 ― 116,233 ― 116,233
（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券

上場株式、社債は相場価格を用いて評価しています。上場株式は活発
な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類してお
ります。一方で、当社グループが保有している社債は、市場での取引頻
度が低く、活発な市場における相場価格とは認められないため、その時
価をレベル２の時価に分類しております。

長期借入金
時価については、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に

想定される利率で割り引いて算定しており、レベル２の時価に分類して
おります。

Ⅹ．賃貸等不動産に関する注記
賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記は省略しております。

Ⅺ．１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 2,679円37銭
２．１株当たり当期純利益 308円79銭
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貸 借 対 照 表
（2025年３月31日現在）

（単位：千円）
【 資 産 の 部 】 【 負 債 の 部 】

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 26,615,723 流 動 負 債 15,181,272

現 金 及 び 預 金 5,022,196 支 払 手 形 767,574
受 取 手 形 615,748 電 子 記 録 債 務 6,371,977
電 子 記 録 債 権 3,895,920 買 掛 金 5,521,811
売 掛 金 14,908,940 1年内返済予定の長期借入金 48,674
契 約 資 産 14,214 未 払 金 108,233
商 品 1,721,748 未 払 費 用 124,744
前 渡 金 263,908 未 払 法 人 税 等 639,308
前 払 費 用 85,935 未 払 消 費 税 等 169,477
関係会社短期貸付金 70,000 前 受 金 604,594
そ の 他 19,063 預 り 金 59,399
貸 倒 引 当 金 △1,952 賞 与 引 当 金 665,000

役 員 賞 与 引 当 金 80,000
固定資産 4,884,502 そ の 他 20,476
有 形 固 定 資 産 1,252,787
建 物 430,843 固 定 負 債 435,364
構 築 物 7,703 長 期 借 入 金 68,000
機 械 及 び 装 置 0 長 期 未 払 金 106,910
工 具 器 具 及 び 備 品 24,220 退 職 給 付 引 当 金 258,774
土 地 790,020 そ の 他 1,680

負 債 合 計 15,616,636
無 形 固 定 資 産 63,116 【 純 資 産 の 部 】
ソ フ ト ウ ェ ア 49,789 株 主 資 本 15,597,483
そ の 他 13,326 資 本 金 1,533,400

資 本 剰 余 金 1,567,550
資 本 準 備 金 1,565,390

投資その他の資産 3,568,598 そ の 他 資 本 剰 余 金 2,160
投 資 有 価 証 券 1,340,085 利 益 剰 余 金 12,548,044
関 係 会 社 株 式 792,296 利 益 準 備 金 114,525
関 係 会 社 出 資 金 153,363 そ の 他 利 益 剰 余 金 12,433,519
差 入 保 証 金 371,746 買換資産圧縮積立金 24,542
保 険 積 立 金 600,439 配 当 平 均 積 立 金 440,000
繰 延 税 金 資 産 354,109 別 途 積 立 金 6,430,000
そ の 他 4,138 繰 越 利 益 剰 余 金 5,538,977
貸 倒 引 当 金 △47,581 自 己 株 式 △51,511

評 価 ・ 換 算 差 額 等 286,105
その他有価証券評価差額金 286,105
純 資 産 合 計 15,883,589

資 産 合 計 31,500,225 負 債 ・ 純 資 産 合 計 31,500,225
（注）千円未満は切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（2024
2025

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 44,865,101
売 上 原 価 37,237,168
売 上 総 利 益 7,627,932
販売費及び一般管理費 4,995,805
営 業 利 益 2,632,126
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 78,456
仕 入 割 引 13,681
そ の 他 29,425 121,563

営 業 外 費 用
支 払 利 息 1,137
そ の 他 6,946 8,083

経 常 利 益 2,745,607
特 別 利 益

移 転 補 償 金 125,000
特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 74,500
税 引 前 当 期 純 利 益 2,796,107

法人税、住民税及び事業税 913,826
法 人 税 等 調 整 額 △35,004

当 期 純 利 益 1,917,285
（注）千円未満は切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（2024
2025

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当 期 首 残 高 1,533,400 1,565,390 2,160 1,567,550

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当

買換資産圧縮積立金の取崩

別途積立金の積立

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― ―

当 期 末 残 高 1,533,400 1,565,390 2,160 1,567,550

（注）千円未満は切り捨てて表示しております。
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（単位：千円）
株 主 資 本

利 益 剰 余 金

利益準備金
そ の 他 利 益 剰 余 金

利益剰余金
合 計買換資産

圧縮積立金
配当平均
積 立 金 別途積立金 繰越利益

剰 余 金

当 期 首 残 高 114,525 25,689 440,000 6,130,000 4,458,491 11,168,705

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △537,945 △537,945

買換資産圧縮積立金の取崩 △1,146 1,146 ―

別途積立金の積立 300,000 △300,000 ―

当 期 純 利 益 1,917,285 1,917,285

自 己 株 式 の 取 得 ―

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） ―

当 期 変 動 額 合 計 ― △1,146 ― 300,000 1,080,485 1,379,339

当 期 末 残 高 114,525 24,542 440,000 6,430,000 5,538,977 12,548,044

（注）千円未満は切り捨てて表示しております。
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（単位：千円）
株 主 資 本 評価・換算差額等

純資産合計
自 己 株 式 株主資本合計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △51,152 14,218,502 392,741 392,741 14,611,244

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △537,945 △537,945

買換資産圧縮積立金の取崩 ― ―

別途積立金の積立 ― ―

当 期 純 利 益 1,917,285 1,917,285

自 己 株 式 の 取 得 △358 △358 △358

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） ― ― △106,636 △106,636 △106,636

当 期 変 動 額 合 計 △358 1,378,980 △106,636 △106,636 1,272,344

当 期 末 残 高 △51,511 15,597,483 286,105 286,105 15,883,589

（注）千円未満は切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．資産の評価基準及び評価方法
（１）有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 先入先出法による原価法（収
益性の低下による簿価切り下
げの方法）

２．固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産 定率法を採用しております。

ただし、1998年４月以降に取
得した建物（建物附属設備は
除く）並びに2016年４月１日
以降に取得した建物附属設備
及び構築物については、定額
法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下の
とおりであります。
建物 ８〜50年

（２）無形固定資産
自社利用のソフトウェア 社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法
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３．引当金の計上基準
（１）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績
率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個々の債権の回収可能
性を勘案して回収不能見込額を計上しております。

（２）賞与引当金
従業員に対して支給する賞与に充てるため、実際支給見込額の当事業

年度負担額を計上しております。
（３）役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与に充てるため、実際支給見込額の当事業年
度負担額を計上しております。

（４）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの

期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（８年）による定額法により按分し
た額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

４．収益及び費用の計上基準
当社は、工業用計測制御機器、環境計測・分析機器、測定・検査機

器、産業機械等をユーザーへ販売（一部製造販売）することを事業とし
ております。当社の取扱い商品には、システム、物品、サービスといっ
た複数の種類がありますが、これらの販売については、主に顧客により
検収された時に収益を認識しております（検収基準）。また、一部の商
品については、収益認識に関する会計基準の適用指針第98項に定める
代替的な取扱いを適用し、出荷時に収益を認識しております（出荷基
準）。
顧客への財又はサービスの提供における当社の役割が代理人に該当す

る取引については、顧客から受け取る額から仕入先等に支払う額を控除
した純額で収益を認識することとしております。
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当社の取引に関する支払条件は、通常、短期のうちに支払期日が到来
し、契約に重要な金融要素は含まれておりません。

５．ヘッジ会計の方法
（１）ヘッジ会計の方法

為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等については振当処理を
適用しております。

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段・・・為替予約
ヘッジ対象・・・外貨建金銭債権債務等

（３）ヘッジ方針
リスク管理方針に基づき、ヘッジ対象に係る為替相場の変動リスクを

回避する目的で一定の範囲内で為替予約を行っております。
（４）ヘッジの有効性評価の方法

為替予約の締結時にリスク管理方針に従い、為替予約を外貨建金銭債
権債務等に振当てることで、キャッシュ・フロー変動を完全に相殺する
ものと想定されることから有効性の判定を省略しております。

６．退職給付に係る会計処理
退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計

算書類における会計処理の方法と異なっております。
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Ⅱ．会計方針の変更に関する注記
（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第
27号 2022年10月28日。以下「2022年改正会計基準」という。）等
を当事業年度の期首から適用しております。
法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正

については、2022年改正会計基準第20-３項ただし書きに定める経過
的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基
準適用指針第28号 2022年10月28日。）第65-２項(2)ただし書きに定
める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更によ
る計算書類への影響はありません。

Ⅲ．収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、

「Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「４．収益及び費用
の計上基準」に記載のとおりであります。

Ⅳ．表示方法の変更に関する注記
該当事項はありません。

Ⅴ．追加情報
該当事項はありません。
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Ⅵ．貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額 1,248,075千円
(注) 上記金額には、減損損失累計額を含めております。

２．保証債務
営業取引上の債務に対する保証債務
双葉テック株式会社 30,012千円
東武機器株式会社 48,512千円

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 39,435千円
短期金銭債務 66,220千円

Ⅶ．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
営業取引による取引高
売上高 131,823千円
仕入高 275,371千円
その他の営業取引高 392千円

営業取引以外の取引高 51,140千円

Ⅷ．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末日における自己株式の種類及び株式数
普通株式 141,370株
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Ⅸ．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
賞与引当金 203,490千円
未払事業税 34,931千円
退職給付引当金 81,235千円
退職給付信託有価証券 86,710千円
投資有価証券等評価損 151,267千円
関係会社出資金評価損 46,190千円
貸倒引当金 15,585千円
その他 90,779千円
繰延税金資産小計 710,190千円
評価性引当額 △247,382千

円
繰延税金資産合計 462,807千円

繰延税金負債
買換資産圧縮積立金 11,125千円
その他有価証券評価差額金 97,572千円
繰延税金負債合計 108,697千円
繰延税金資産の純額 354,109千円

Ⅹ．１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 2,509円80銭
２．１株当たり当期純利益 302円95銭
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書

2025年５月20日
英 和 株式会社
取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人トーマツ
大 阪 事 務 所

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 木 戸 脇 美 紀

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 立 野 睦

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、英和株式会社の2024年４月１日から

2025年３月31日までの第78期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本
等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行
った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表
示しているものと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されてい
る。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分か
つ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を

作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセス
の整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査

法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、

その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるか
どうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があ
るかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、

その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類

等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書
類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま
れる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づい
て継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監

視することにある。
計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬によ

る重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から
計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性が
あり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる
場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに
対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、
意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監
査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連
する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の
見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手し
た監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要
な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ
る場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性
に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明す
ることが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいている
が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、
並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で

識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているそ
の他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定

を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を
除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフ
ガードを適用している場合はその内容について報告を行う。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。
以 上
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